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Ⅰ．【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

 

　本日、半期報告書を提出いたしましたので、平成23年12月９日付で提出した有価証券届出書（以下「原届出

書」といいます。）の関係情報を新たな情報に訂正するため、また記載事項の一部訂正を行うため本訂正届出

書を提出いたします。

 

 

Ⅱ．【訂正の内容】

 

第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

１【ファンドの性格】

（１）ファンドの目的及び基本的性格

（ニ）ファンドの特色

＜訂正前＞

（略）

②　銘柄の選定は、ＪＦジャパン・チーム
＊１
が行う企業取材

＊２
に基づくボトムアップ・アプローチ方式

＊３

で行います。
（略）

■ポイント１　ＪＦジャパン・チームによる徹底した企業取材

企業取材のみを行うアナリストは設けず、マザーファンドのポートフォリオ・マネジャーを含めたＪ

Ｆジャパン・チームのポートフォリオ・マネジャー全員が企業取材を行います。平成22年の企業取材

件数実績は、ＪＦジャパン・チームで合計延べ約2,500件
＊
になります。

（以下略）

 

＜訂正後＞

（略）

②　銘柄の選定は、ＪＦジャパン・チーム
＊１
が行う企業取材

＊２
に基づくボトムアップ・アプローチ方式

＊３

で行います。
（略）

■ポイント１　ＪＦジャパン・チームによる徹底した企業取材

企業取材のみを行うアナリストは設けず、マザーファンドのポートフォリオ・マネジャーを含めたＪ

Ｆジャパン・チームのポートフォリオ・マネジャー全員が企業取材を行います。平成23年の企業取材

件数実績は、ＪＦジャパン・チームで合計延べ約2,300件
＊
になります。

（以下略）

 

 

（３）ファンドの仕組み

（ハ）委託会社の概況

＜訂正前＞

①　資本金　2,218百万円（平成23年10月末現在）

②～④（略）

⑤　大株主の状況（平成23年10月末現在）

（以下略）

 

＜訂正後＞

①　資本金　2,218百万円（平成24年４月末現在）

②～④（略）
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⑤　大株主の状況（平成24年４月末現在）

（以下略）

 

 

２【投資方針】

（１）投資方針

（ハ）企業取材体制

＜訂正前＞

①　企業取材

　　ＪＦジャパン・チームのポートフォリオ・マネジャーは、年間延べ約2,500件
＊
（平成22年実績）の企業

取材を行い、その結果を総合的に分析して、マザーファンドの運用に反映させています。

（以下略）

 

＜訂正後＞

①　企業取材

　　ＪＦジャパン・チームのポートフォリオ・マネジャーは、年間延べ約2,300件
＊
（平成23年実績）の企業

取材を行い、その結果を総合的に分析して、マザーファンドの運用に反映させています。

（以下略）
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（３）運用体制

＜訂正前＞

　　以下の運用体制は、当ファンドの主要投資対象であるマザーファンドの受益証券にかかるものです。

＊　「ＪＰモルガン・アセット・マネジメント」グループの一員である海外の拠点に所属しており、委託会社の所属では
ありません。

 

①～④（略）

⑤　運用部門から独立したリスク管理部門は、投資制限の遵守状況をチェックする等運用状況の管理・監

督を行い、何らかの理由で特定のブローカーとの取引を制限する必要がある場合はその旨をトレーディ

ング部門に指示します。また、インベストメント・ダイレクターは、運用に関するリスクのチェックおよ

び投資制限の管理を行います。

⑥（略）
（注）前記の運用体制、組織名称等は、平成23年９月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。

 

（以下略）
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＜訂正後＞

　　以下の運用体制は、当ファンドの主要投資対象であるマザーファンドの受益証券にかかるものです。

 
＊　「ＪＰモルガン・アセット・マネジメント」グループの一員である海外の拠点に所属しており、委託会社の所属では

ありません。

 

①～④（略）

⑤　運用部門から独立したミドルオフィス部門は、投資制限の遵守状況をチェックする等運用状況の管理

・監督を行い、何らかの理由で特定のブローカーとの取引を制限する必要がある場合はその旨をトレー

ディング部門に指示します。また、インベストメント・ダイレクターは、運用に関するリスクのチェック

および投資制限の管理を行います。

⑥（略）
（注）前記の運用体制、組織名称等は、平成24年３月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。

 

（以下略）

 

 

（４）分配方針

＜訂正前＞

　毎計算期間終了時に、原則として以下の方針に基づき分配を行います。

（略）

＜参考＞

　収益分配金の支払いについて

（略）

③　「自動けいぞく投資コース」を申込みの場合は、収益分配金は税引き後無手数料で再投資され、再投資

により増加した受益権は、振替口座簿に記載または記録されます。

 

＜訂正後＞
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　毎計算期間終了時に、原則として以下の方針に基づき分配を行います。

（略）

＜参考＞

　収益分配金の支払いについて

（略）

③　「自動けいぞく投資コース」を申込みの場合は、収益分配金は税引き後無手数料で再投資され、再投資

により増加した受益権は、振替口座簿に記載または記録されます。

 

収益分配金に関する留意事項

・　分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、そ

の金額相当分、基準価額は下がります。

・　分配金は、計算期間中に発生した収益（経費
＊１
控除後の配当等収益および評価益を含む売買益

＊２
）を超

えて支払われる場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することに

なります。また、分配金の水準は、必ずしも計算期間における当ファンドの収益率を示すものではありませ

ん。

・　受益者の当ファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻しに

相当する場合があります。当ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さ

かった場合も同様です。

＊１　経費については、後記「４手数料等及び税金（３）信託報酬等および（４）その他の手数料等」をご参照ください。

＊２　信託約款第46条第１項第２号をご参照ください。

 

 

３【投資リスク】

（２）投資リスクに関する管理体制

＜訂正前＞

　　委託会社では、運用部門から独立した以下の各部門が以下に掲げる事項その他のリスク管理を行います。

 

（平成23年９月末現在）

①、②（略）

③　リスク管理部門は、投資方針、投資範囲、投資制限等の遵守状況をチェックし、その結果に基づき適切な

対応および是正措置を図る等、管理・監督を行います。

 

＜訂正後＞

　　委託会社では、運用部門から独立した以下の各部門が以下に掲げる事項その他のリスク管理を行います。
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（平成24年３月末現在）

①、②（略）

③　ミドルオフィス部門は、投資方針、投資範囲、投資制限等の遵守状況をチェックし、その結果に基づき適

切な対応および是正措置を図る等、管理・監督を行います。

 

 

４【手数料等及び税金】

（５）課税上の取扱い

＜訂正前＞

　　日本の居住者（法人を含みます。）である受益者に対する課税については、以下のような取扱いとなりま

す。

　　なお、税法が改正された場合には、以下の内容が変更になることがあります。以下の税制は平成23年10月末

現在適用されるものです。

 

①　個別元本について

　　（略）

　　受益者が特別分配金を受け取った場合、収益分配金発生時にその個別元本から当該特別分配金を控除し

た額が、その後の当該受益者の個別元本となります。（「特別分配金」については、後記の「②収益分配

金の課税について」をご参照ください。）

 

②　収益分配金の課税について

　　追加型の株式投資信託の収益分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「特別分

配金」（受益者毎の元本の一部払戻しに相当する部分）の区分があります。

　　受益者が収益分配金を受け取る際、当該収益分配金落ち後の基準価額が当該受益者の個別元本と同額の

場合または当該受益者の個別元本を上回っている場合には、当該収益分配金の全額が普通分配金となり

ます。また、当該収益分配金落ち後の基準価額が当該受益者の個別元本を下回っている場合には、その下

回る部分の額が特別分配金となり、当該収益分配金から当該特別分配金を控除した額が普通分配金とな

ります。

　　なお、受益者が特別分配金を受け取った場合、収益分配金発生時にその個別元本から当該特別分配金を控

除した額が、その後の当該受益者の個別元本となります。

 

③　法人、個人別の課税の取扱について

（a）個人の受益者に対する課税

（イ）収益分配金

収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金については配当所得となり、税率は10％（所得税７％

および地方税３％）
＊
となります。なお、収益分配金のうち課税対象となるのは普通分配金のみであ

り、特別分配金は課税されません。

（略）
＊　平成25年12月31日までの税率です。平成26年１月１日からは20％（所得税15％および地方税５％）となる予定で
す。
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（ロ）一部解約時・償還時

（略）
＊１（略）
＊２　平成25年12月31日までの税率です。平成26年１月１日からは20％（所得税15％および地方税５％）となる予定
です。

（略）

（b）法人の受益者に対する課税

（略）

また、収益分配金のうち課税対象となる普通分配金には益金不算入制度が適用されます。特別分配金

は課税されません。

買取請求の詳細は、販売会社にお問い合わせください。

＊　平成25年12月31日までの税率です。平成26年１月１日からは15％（所得税15％）となる予定です。

（以下略）

 

＜訂正後＞

　　日本の居住者（法人を含みます。）である受益者に対する課税については、以下のような取扱いとなりま

す。

　　なお、税法が改正された場合には、以下の内容が変更になることがあります。以下の税制は平成24年４月末

現在成立しているものです。

 

①　個別元本について

　　（略）

　　受益者が元本払戻金（特別分配金）を受け取った場合、収益分配金発生時にその個別元本から当該元本

払戻金（特別分配金）を控除した額が、その後の当該受益者の個別元本となります。（「元本払戻金（特

別分配金）」については、後記の「②収益分配金の課税について」をご参照ください。）

 

②　収益分配金の課税について

　　追加型の株式投資信託の収益分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払

戻金（特別分配金）」（受益者毎の元本の一部払戻しに相当する部分）の区分があります。

　　受益者が収益分配金を受け取る際、当該収益分配金落ち後の基準価額が当該受益者の個別元本と同額の

場合または当該受益者の個別元本を上回っている場合には、当該収益分配金の全額が普通分配金となり

ます。また、当該収益分配金落ち後の基準価額が当該受益者の個別元本を下回っている場合には、その下

回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）となり、当該収益分配金から当該元本払戻金（特別分配金）

を控除した額が普通分配金となります。

　　なお、受益者が元本払戻金（特別分配金）を受け取った場合、収益分配金発生時にその個別元本から当該

元本払戻金（特別分配金）を控除した額が、その後の当該受益者の個別元本となります。

 

③　法人、個人別の課税の取扱について

（a）個人の受益者に対する課税

（イ）収益分配金

収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金については配当所得となり、税率は10％（所得税７％

および地方税３％）
＊
となります。なお、収益分配金のうち課税対象となるのは普通分配金のみであ

り、元本払戻金（特別分配金）は課税されません。

（略）
＊　平成24年12月31日までの税率です。平成25年１月１日から平成25年12月31日までは10.147％（所得税7.147％およ
び地方税３％）、平成26年１月１日からは20.315％（所得税15.315％および地方税５％）となる予定です。

（ロ）一部解約時・償還時

（略）
＊１（略）
＊２　平成24年12月31日までの税率です。平成25年１月１日から平成25年12月31日までは10.147％（所得税7.147％お
よび地方税３％）、平成26年１月１日からは20.315％（所得税15.315％および地方税５％）となる予定です。
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（略）

（b）法人の受益者に対する課税

（略）

また、収益分配金のうち課税対象となる普通分配金には益金不算入制度が適用されます。元本払戻金

（特別分配金）は課税されません。

買取請求の詳細は、販売会社にお問い合わせください。

＊　平成24年12月31日までの税率です。平成25年１月１日から平成25年12月31日までは7.147％（所得税7.147％）、平成

26年１月１日からは15.315％（所得税15.315％）となる予定です。

（以下略）

 

 

５【運用状況】

　原届出書の第二部ファンド情報　第１ファンドの状況　５運用状況（１）投資状況、（３）運用実績および

（４）設定及び解約の実績ならびに＜参考情報＞について、以下の内容に更新・訂正されます。

 

＜更新・訂正後＞

（１）投資状況

  （平成24年４月10日現在）

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率(％)

親投資信託受益証券 日本 1,808,806,839100.13

現金・預金・その他の資産(負債控除後) － △2,383,105△0.13

合計(純資産総額)  1,806,423,734100.00

　（注）投資比率とは、当ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。

親投資信託は、全て「ＪＦ中小型株・アクティブ・オープン・マザーファンド」です（以下同じ）。

 

（参考）ＪＦ中小型株・アクティブ・オープン・マザーファンド

  （平成24年４月10日現在）

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率(％)

株式 日本 2,392,306,60097.94

現金・預金・その他の資産(負債控除後) － 50,320,5832.06

合計(純資産総額)  2,442,627,183100.00

　（注）投資比率とは、マザーファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。

 

（３）運用実績

①　純資産の推移

　平成24年４月10日および同日前１年以内における各月末ならびに下記計算期間末の純資産の推移は次

の通りです。

期 年月日
純資産総額
（百万円）
（分配落）

純資産総額
（百万円）
（分配付）

１口当たり
純資産額
（円）
（分配落）

１口当たり
純資産額
（円）
（分配付）

３期 (平成14年９月10日) 879 879 0.5638 0.5638

４期 (平成15年９月10日) 715 715 0.6664 0.6664

５期 (平成16年９月10日) 2,528 2,528 0.9845 0.9845

６期 (平成17年９月12日) 2,224 2,224 1.1118 1.1118

７期 (平成18年９月11日) 11,833 11,833 1.2565 1.2565

８期 (平成19年９月10日) 9,107 9,107 1.0459 1.0459

９期 (平成20年９月10日) 4,159 4,159 0.6233 0.6233
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10期 (平成21年９月10日) 3,312 3,312 0.5489 0.5489

11期 (平成22年９月10日) 2,283 2,283 0.4498 0.4498

12期 (平成23年９月12日) 1,958 1,958 0.4587 0.4587

 平成23年４月末日 2,288 － 0.5011 －

 平成23年５月末日 2,285 － 0.5028 －

 平成23年６月末日 2,311 － 0.5151 －

 平成23年７月末日 2,272 － 0.5204 －

 平成23年８月末日 2,062 － 0.4794 －

 平成23年９月末日 2,019 － 0.4756 －

 平成23年10月末日 2,006 － 0.4784 －

 平成23年11月末日 1,858 － 0.4503 －

 平成23年12月末日 1,805 － 0.4491 －

 平成24年１月末日 1,778 － 0.4471 －

 平成24年２月末日 1,818 － 0.4761 －

 平成24年３月末日 1,878 － 0.4961 －

 平成24年４月10日 1,806 － 0.4777 －

 

②　分配の推移

期 １口当たり分配金（円）

３期 0.0000

４期 0.0000

５期 0.0000

６期 0.0000

７期 0.0000

８期 0.0000

９期 0.0000

10期 0.0000

11期 0.0000

12期 0.0000

13期(中間期) 0.0000

 

③　収益率の推移

期 収益率（％）

３期 △13.3

４期 18.2

５期 47.7

６期 12.9

７期 13.0

８期 △16.8

９期 △40.4

10期 △11.9

11期 △18.1

12期 2.0

13期(中間期) 5.0

　（注）収益率とは計算期間末の基準価額（分配付）から当該計算期間の直前の計算期間末の基準価額（分配落）（以下「前期

末基準価額」といいます。）を控除した額を前期末基準価額で除したものです。
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（４）設定及び解約の実績

下記計算期間中の設定および解約の実績ならびに当該計算期間末の残存口数は次の通りです。

期 設定口数（口） 解約口数（口） 残存口数（口）

３期 212,179,888 1,813,268,3701,559,661,149

４期 103,052,684 589,585,0581,073,128,775

５期 2,614,000,7151,118,832,3492,568,297,141

６期 4,016,952,5944,584,813,9192,000,435,816

７期 14,229,757,1766,812,517,1099,417,675,883

８期 1,262,160,1931,972,336,3438,707,499,733

９期 752,037,282 2,786,464,6206,673,072,395

10期 302,849,541 941,411,4436,034,510,493

11期 202,871,656 1,161,067,1055,076,315,044

12期 204,123,017 1,010,399,1504,270,038,911

13期(中間期) 61,409,905 517,641,2793,813,807,537

　（注）設定口数、解約口数は、全て本邦内におけるものです。
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<参考情報>

最新の運用実績は、委託会社ホームページ（http://www.jpmorganasset.co.jp）、または販売会社でご確認いただけます。

過去の実績を示したものであり、将来の成果を示唆・保証するものではありません。

 

基準日 2012年４月10日 設定日 2000年５月12日

純資産総額 18億円 決算回数 年１回

基準価額・純資産の推移  分配の推移

 期 年月 円

 ８期 2007年９月 0

 ９期 2008年９月 0

 10期 2009年９月 0

 11期 2010年９月 0

 12期 2011年９月 0

  設定来累計 0

 ＊分配金は税引前1万口当たりの金額です。

＊基準価額は、1万口当たり、信託報酬控除後です。  
 

組入上位10銘柄  業種別構成状況

順位 銘柄名 業種 投資比率※  業種 投資比率※

1 サイバーエージェント サービス業 3.4%  サービス業 13.1%

2 楽天 サービス業 2.8%  小売業 10.2%

3 三菱ＵＦＪリース その他金融業 2.6%  機械 9.4%

4 コナミ 情報・通信業 2.3%  卸売業 8.8%

5 マキタ 機械 2.1%  輸送用機器 8.2%

6 バンダイナムコホールディングス その他製品 1.9%  その他 48.3%

7 武蔵精密工業 輸送用機器 1.9%    

8 共英製鋼 鉄鋼 1.8%    

9 新明和工業 輸送用機器 1.8%    

10 エムスリー サービス業 1.8%    

 

年間収益率の推移

＊年間収益率（％）＝（年末営業日の基準価額÷前年末営業日の基準価額－1）×100

＊2012年の年間収益率は前年末営業日から2012年4月10日までのものです。

＊当ページにおける「ファンド」は、ＪＦ中小型株・アクティブ・オープンです。

運用実績において、金額は表示単位以下を切捨て、投資比率および収益率は表示単位以下を四捨五入して記載しています。

※ファンドはマザーファンドを通じて投資を行うため、マザーファンドの投資銘柄をファンドが直接保有しているものとみなし、ファンドの純資産総

額に対する投資比率として計算しています。
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第３【ファンドの経理状況】

　原届出書の第二部ファンド情報　第３ファンドの経理状況　１財務諸表について、以下の中間財務諸表に関す

る事項が追加されます。

 

＜追加＞

 

１．　当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大

蔵省令第38号）ならびに同規則第38条の３および第57条の２の規定により、「投資信託財産の計算に関す

る規則」（平成12年総理府令第133号）に基づき作成しております。

　なお、中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

 

２．　当ファンドは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間計算期間（平成23年９月13日

から平成24年３月12日まで）の中間財務諸表について、あらた監査法人による中間監査を受けておりま

す。
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中間財務諸表
【ＪＦ中小型株・アクティブ・オープン】
（１）【中間貸借対照表】

（単位：円）

当中間計算期間末
(平成24年３月12日現在)

資産の部

流動資産

親投資信託受益証券 1,852,719,801

未収入金 2,006,429

流動資産合計 1,854,726,230

資産合計 1,854,726,230

負債の部

流動負債

未払解約金 2,006,429

未払受託者報酬 975,718

未払委託者報酬 13,952,660

その他未払費用 195,082

流動負債合計 17,129,889

負債合計 17,129,889

純資産の部

元本等

元本 ※1
 3,813,807,537

剰余金

中間剰余金又は中間欠損金（△） ※2
 △1,976,211,196

（分配準備積立金） 19,134,673

元本等合計 1,837,596,341

純資産合計 1,837,596,341

負債純資産合計 1,854,726,230
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（２）【中間損益及び剰余金計算書】
（単位：円）

当中間計算期間
(自　平成23年９月13日
　至　平成24年３月12日)

営業収益

有価証券売買等損益 102,515,327

営業収益合計 102,515,327

営業費用

受託者報酬 975,718

委託者報酬 13,952,660

その他費用 195,082

営業費用合計 15,123,460

営業利益 87,391,867

経常利益 87,391,867

中間純利益 87,391,867

一部解約に伴う中間純損失金額の分配額（△） △801,057

期首剰余金又は期首欠損金（△） △2,311,211,888

剰余金増加額又は欠損金減少額 280,194,014

中間一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減
少額

280,194,014

剰余金減少額又は欠損金増加額 33,386,246

中間追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増
加額

33,386,246

分配金 －

中間剰余金又は中間欠損金（△） △1,976,211,196
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（３）【中間注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

 当中間財務諸表対象期間

１．有価証券の評価基準お
よび評価方法

親投資信託受益証券
　移動平均法に基づき、親投資信託受益証券の基準価額で評価しており
ます。

２．その他中間財務諸表作
成のための基本となる
重要な事項

中間計算期間末日の取扱い
　平成23年９月10日および平成23年９月11日が休日のため、信託約款第
42条により、第12期計算期間末日を平成23年９月12日としており、当中
間計算期間末日を平成24年３月12日としております。

 

（追加情報）

　当中間計算期間の期首以後に行われる会計上の変更および過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）および「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

 

（中間貸借対照表に関する注記）

区分
当中間計算期間末

(平成24年３月12日現在)

※１信託財産に係る期首元本額、期中追
加設定元本額および期中解約元本
額

 

期首元本額 4,270,038,911円

期中追加設定元本額 61,409,905円

期中一部解約元本額 517,641,279円

※２元本の欠損 中間貸借対照表上の純資産額が元本総額を下回っており、
その差額は1,976,211,196円であります。

※３受益権の総数 3,813,807,537口

１口当たりの純資産額 0.4818円

(１万口当たりの純資産額) (4,818円)

 

（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）

該当事項はありません。
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（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項

 当中間計算期間末

１．中間貸借対照表計上額、
時価およびその差額

　中間貸借対照表計上額は当中間計算期間末の時価で計上しているた
め、その差額はありません。

２．時価の算定方法 (1)有価証券
　「重要な会計方針に係る事項に関する注記」に記載しておりま
す。
(2)有価証券以外の金融商品
　有価証券以外の金融商品は、短期間で決済され、時価は帳簿価額と
近似していることから、当該金融商品の帳簿価額を時価としており
ます。

３．金融商品の時価等に関
する事項についての補足
説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない
場合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算
定においては、一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条
件によった場合、当該価額が異なることもあります。

 

（デリバティブ取引等に関する注記）

該当事項はありません。
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（参考）

　当ファンドは「ＪＦ中小型株・アクティブ・オープン・マザーファンド」受益証券を主要投資対象としてお

り、中間貸借対照表の資産の部に計上された「親投資信託受益証券」は、全て同親投資信託の受益証券であり

ます。

　尚、同親投資信託の状況は以下の通りであります。

 

「ＪＦ中小型株・アクティブ・オープン・マザーファンド」の状況

　尚、以下に記載した情報は監査の対象外であります。

 

（１）貸借対照表

   （単位：円）

区分
注記
番号

(平成23年９月12日現在)(平成24年３月12日現在)

金額 金額

資産の部    

流動資産    

コール・ローン  36,607,458 44,637,950

株式  2,534,948,6802,450,787,800

未収入金  98,169,563 30,892,942

未収配当金  786,800 1,913,950

未収利息  50 61

流動資産合計  2,670,512,5512,528,232,703

資産合計  2,670,512,5512,528,232,703

負債の部    

流動負債    

未払金  63,156,112 32,318,407

未払解約金  9,392,081 3,173,735

流動負債合計  72,548,193 35,492,142

負債合計  72,548,193 35,492,142

純資産の部    

元本等    

元本 ※１ 4,740,842,0034,297,737,898

剰余金    

剰余金又は欠損金（△） ※２ △2,142,877,645△1,804,997,337

元本等合計  2,597,964,3582,492,740,561

純資産合計  2,597,964,3582,492,740,561

負債純資産合計  2,670,512,5512,528,232,703
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（２）注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

 当財務諸表対象期間

有価証券の評価基
準および評価方法

株式
　移動平均法に基づき、以下のとおり原則として時価で評価しております。

 (1)金融商品取引所等に上場されている有価証券
　金融商品取引所等に上場されている有価証券は、原則として金融商品取引所
等における計算期間末日の最終相場（外貨建証券の場合は計算期間末日にお
いて知りうる直近の最終相場）で評価しております。
　計算期間末日に当該金融商品取引所等の最終相場がない場合には、当該金融
商品取引所等における直近の日の最終相場で評価しておりますが、直近の日
の最終相場によることが適当でないと認められた場合は、当該金融商品取引
所等における計算期間末日又は直近の日の気配相場で評価しております。

 (2)金融商品取引所等に上場されていない有価証券
　当該有価証券については、原則として、日本証券業協会発表の売買参考統計
値（平均値）、金融機関の提示する価額（ただし、売気配相場は使用しない）
又は価格提供会社の提供する価額のいずれかから入手した価額で評価してお
ります。

 (3)時価が入手できなかった有価証券
　適正な評価額を入手できなかった場合又は入手した評価額が時価と認定で
きない事由が認められた場合は、委託会社が忠実義務に基づいて合理的事由
をもって時価と認めた価額もしくは受託者と協議のうえ両者が合理的事由を
もって時価と認めた価額で評価しております。

 

（追加情報）

当期間の期首以後に行われる会計上の変更および過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）および「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
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（貸借対照表に関する注記）

区分 (平成23年９月12日現在)(平成24年３月12日現在)

※１本報告書における開示対象ファンドの
期首における当該親投資信託の元本額、
期中追加設定元本額および期中解約元
本額

  

期首元本額 5,812,146,004円4,740,842,003円

期中追加設定元本額 392,524,678円 133,036,484円

期中解約元本額 1,463,828,679円576,140,589円

元本の内訳（注）   

ＪＦ中小型株・アクティブ・オープン 3,608,106,537円3,194,344,485円

ＪＦ日本中小型株ファンド 771,602,099円 793,760,938円

ＪＦ中小型株・アクティブ・ポート
フォリオ

135,895,351円 104,134,225円

ＪＦ ＦｏＦｓ用中小型株・アクティブ
・オープンＦ（適格機関投資家専用）

225,238,016円 205,498,250円

合　計 4,740,842,003円4,297,737,898円

※２元本の欠損 貸借対照表上の純資産額
が元本総額を下回ってお
り、その差額は
2,142,877,645円でありま
す。

貸借対照表上の純資産額
が元本総額を下回ってお
り、その差額は
1,804,997,337円でありま
す。

※３受益権の総数 4,740,842,003口4,297,737,898口

１口当たりの純資産額 0.5480円 0.5800円

(１万口当たりの純資産額) (5,480円) (5,800円)

（注）当該親投資信託受益証券を投資対象とする証券投資信託ごとの元本額

 

（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項

 各期間末

１．貸借対照表計上額、
時価およびその差額

　貸借対照表計上額は期末の時価で計上しているため、その差額はありま
せん。

２．時価の算定方法 (1)有価証券
　「重要な会計方針に係る事項に関する注記」に記載しております。
(2)有価証券以外の金融商品
　有価証券以外の金融商品は、短期間で決済され、時価は帳簿価額と近似
していることから、当該金融商品の帳簿価額を時価としております。

３．金融商品の時価等に
関する事項について
の補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場
合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定に
おいては、一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件によっ
た場合、当該価額が異なることもあります。

 

（デリバティブ取引等に関する注記）

該当事項はありません。
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第三部【委託会社等の情報】

第１【委託会社等の概況】

１【委託会社等の概況】

＜訂正前＞

①　資本金の額（平成23年10月末現在）

（略）

②　会社の意思決定機構

（略）

③　投資運用の意思決定機構

（イ）ＪＦ運用本部

（略）

②　ＪＦ運用本部では、運用業務遂行上必要と認められる諸会議を開催します。各会議にて、ＪＦストラテ

ジーまたは行動ファイナンス・ストラテジーに基づいた国内外株式、その他資産の運用戦略の方向性を

決定します。

③　ＪＦジャパン・チームは、ＪＦ日本株式ストラテジーに基づき主に国内株式の運用戦略の方向性を決

定し、その内容を自らの投資判断に利用します。

④、⑤（略）

⑥　パシフィック・リージョナル・チームは、ＪＦ運用本部（グローバル・エクイティーズ・チームを除

きます。）が行う国内外の株式の運用や海外関係会社に運用を委託しているＪＦストラテジーによる外

国株式の運用について、関係各部署と連携し、顧客、投資家、販売会社およびコンサルタント会社への商

品内容説明、販売支援、新商品の企画立案等に関する事項を行います。また、「ＪＰモルガン・アセット

・マネジメント」グループ各社に属するアジア・太平洋地域グループの情報を参考にアジア株式の投

資判断を行います。

⑦　エクイティ・トレーディング本部は、前記③・④のチーム等による投資判断を受け、主に国内の株式の

売買を執行します。

⑧（略）

（ロ）（略）

（ハ）前記（イ）および（ロ）以外に為替ヘッジを行う場合は、クライアント・ビジネス本部の運用商品部が

為替ヘッジの為の投資判断を行い、債券運用部が取引を執行します。

 

（注）前記（イ）、（ロ）および（ハ）の意思決定機構、組織名称等は、平成23年９月末現在のものであり、今後変更となる場合

があります。

 

＜訂正後＞

①　資本金の額（平成24年４月末現在）

（略）

②　会社の意思決定機構

（略）

③　投資運用の意思決定機構

（イ）ＪＦ運用本部

（略）

②　ＪＦ運用本部では、運用業務遂行上必要と認められる諸会議を開催します。各会議にて、ＪＦストラテ

ジーまたは行動ファイナンス・ストラテジーに基づいた国内外の株式、その他資産の運用戦略の方向性

を決定します。

③　ＪＦジャパン・チームは、ＪＦ日本株式ストラテジーに基づき主に国内株式の運用戦略の方向性を決

定し、その内容を自らの投資判断に利用します。また、「ＪＰモルガン・アセット・マネジメント」グ

ループ各社に属するアジア・太平洋地域グループの情報を参考に、ＪＦストラテジーに基づくアジア株
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式の投資判断も行います。

④、⑤（略）

⑥　パシフィック・リージョナル・チームは、ＪＦ運用本部（グローバル・エクイティーズ・チームを除

きます。）が行う国内外の株式の運用や海外関係会社に運用を委託しているＪＦストラテジーによる外

国株式の運用について、関係各部署と連携し、顧客、投資家、販売会社およびコンサルタント会社への商

品内容説明、販売支援、新商品の企画立案等に関する事項を行います。また、「ＪＰモルガン・アセット

・マネジメント」グループ各社に属するアジア・太平洋地域グループの情報を参考に、ＪＦストラテ

ジーに基づく国内株式を含むアジア株式の運用に関する投資判断を行います。

⑦　エクイティ・トレーディング本部は、前記③・④のチーム等による投資判断を受け、主に国内株式の売

買を執行します。

⑧（略）

（ロ）（略）

（ハ）前記（イ）および（ロ）以外に為替ヘッジを行う場合は、クライアント・ビジネス本部のグローバル運

用商品部およびグローバル債券商品部が為替ヘッジのための投資判断を行い、債券運用部が取引を執行し

ます。

 

（注）前記（イ）、（ロ）および（ハ）の意思決定機構、組織名称等は、平成24年４月末現在のものであり、今後変更となる場合

があります。

 

 

２【事業の内容及び営業の概況】

＜訂正前＞

投資信託及び投資法人に関する法律に定める投資信託委託会社として、証券投資信託の設定を行うととも

に、金融商品取引法に定める金融商品取引業者として当該証券投資信託および投資一任契約に基づき委託さ

れた資産の運用（投資運用業）を行っています。また金融商品取引法に定める以下の業務を行っています。

（略）

平成23年10月末現在、委託会社が設定・運用している追加型証券投資信託は121本、単位型証券投資信託

は１本、親投資信託は57本を数え、販売は100社余りの金融商品取引業者（第一種金融商品取引業を行う者）

および登録金融機関を通じて行っています。運用している証券投資信託の合計純資産総額は11,063億円（た

だし、親投資信託を除きます。）です。
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＜訂正後＞

投資信託及び投資法人に関する法律に定める投資信託委託会社として、証券投資信託の設定を行うととも

に、金融商品取引法に定める金融商品取引業者として当該証券投資信託および投資一任契約に基づき委託さ

れた資産の運用（投資運用業）を行っています。また金融商品取引法に定める以下の業務を行っています。

（略）

　　委託会社が設定・運用している投資信託は、平成24年４月末現在以下のとおりです(親投資信託は本数の

み。)。

 本数 純資産額（百万円）

公募追加型株式投資信託 68 551,071

公募単位型株式投資信託 ４ 106,168

公募追加型債券投資信託 １ 394,795

公募単位型債券投資信託 － －

私募投資信託 57 343,242

総合計 130 1,395,276

親投資信託 59 －

（注）百万円未満は四捨五入   
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３【委託会社等の経理状況】

 

＜訂正前＞

１．委託会社であるJPモルガン・アセット・マネジメント株式会社（以下「当社」という。）の財務諸表

は、第20期事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）については、改正前の「財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規則」という。）

並びに同規則第２条の規定により、改正前の「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令

第52号。以下「金融商品取引業等に関する内閣府令」という。）に基づいて、第21期事業年度（平成22年４

月１日から平成23年３月31日まで）については、改正後の「財務諸表等規則」並びに同規則第２条の規定

により、改正後の「金融商品取引業等に関する内閣府令」に基づいて作成しております。

　なお、財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 

２．当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第20期事業年度（平成21年４月１日から平

成22年３月31日まで）の財務諸表及び第21期事業年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）

の財務諸表について、あらた監査法人により監査を受けております。

 

＜訂正後＞

１．委託会社であるJPモルガン・アセット・マネジメント株式会社（以下「当社」という。）の財務諸表

は、第20期事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）については、改正前の「財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規則」という。）

並びに同規則第２条の規定により、改正前の「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令

第52号。以下「金融商品取引業等に関する内閣府令」という。）に基づいて、第21期事業年度（平成22年４

月１日から平成23年３月31日まで）については、改正後の「財務諸表等規則」並びに同規則第２条の規定

により、改正後の「金融商品取引業等に関する内閣府令」に基づいて作成しております。

　　また、当社の中間財務諸表は、改正後の「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和

52年大蔵省令第38号）並びに同規則第38条及び第57条に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」

に基づいて作成しております。

　　なお、財務諸表及び中間財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 

２．当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第20期事業年度（平成21年４月１日から平

成22年３月31日まで）の財務諸表及び第21期事業年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）

の財務諸表について、あらた監査法人により監査を受けております。

 

　　また、第22期中間会計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）の中間財務諸表については、

金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、あらた監査法人により中間監査を受けております。

 

原届出書の第三部 委託会社等の情報 第１ 委託会社等の概況 ３ 委託会社等の経理状況について、以下の

中間財務諸表が追加されます。

 

＜追加＞

 

 
　　次へ
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中間財務諸表

(1）中間貸借対照表

  
第22期中間会計期間末
（平成23年９月30日）

 

資産の部  

区分
注記
番号

内訳 金額 構成比    

  （千円） （千円） （％）    

流動資産        

現金及び預金   3,081,546    

有価証券   6,206,530    

前払費用   55,959     

未収入金   149,858    

未収委託者報酬   1,358,335    

未収収益   2,163,674    

繰延税金資産   494,050    

その他   109,324    

流動資産計   13,619,28185.0    

固定資産        

投資その他の資産   2,399,762    

投資有価証券  1,979,500      

敷金保証金  39,682      

繰延税金資産  347,460      

その他  33,119      

固定資産計   2,399,76215.0    

資産合計   16,019,043100.0    
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第22期中間会計期間末
（平成23年９月30日）

 

負債の部  

区分
注記
番号

内訳 金額 構成比    

  （千円） （千円） （％）    

流動負債        

預り金   84,459     

未払金   1,653,909    

未払収益分配金  1,430      

未払償還金  1,186      

未払手数料  522,231      

その他未払金 ※１ 1,129,060      

未払費用   966,772    

未払法人税等   23,362     

賞与引当金   745,546    

事務所賃貸借契約引当金   123,877    

その他   7,956     

流動負債計   3,605,88322.5    

固定負債        

賞与引当金   517,071    

役員賞与引当金   77,162     

退職給付引当金   29,523     

事務所賃貸借契約引当金   193,670    

固定負債計   817,4275.1    

負債合計   4,423,31127.6    
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第22期中間会計期間末
（平成23年９月30日）

 

純資産の部  

区分
注記
番号

内訳 金額 構成比    

  （千円） （千円） （％）    

株主資本        

資本金   2,218,000    

資本剰余金   1,000,000    

資本準備金  1,000,000      

利益剰余金   8,399,163    

利益準備金  33,676      

その他利益剰余金        

繰越利益剰余金  8,365,487      

株主資本計   11,617,16372.5    

評価・換算差額等        

その他有価証券評価差額金   △ 21,431    

評価・換算差額等計   △ 21,431△ 0.1    

純資産合計   11,595,73172.4    

負債・純資産合計   16,019,043100.0    
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(2）中間損益計算書

  
第22期中間会計期間
（自平成23年４月１日
至平成23年９月30日）

 

区分
注記
番号

内訳 金額 百分比    

  （千円） （千円） （％）    

営業収益        

委託者報酬   4,449,903    

運用受託報酬   2,828,078    

その他   836,095    

営業収益計   8,114,077100.0    

営業費用・一般管理費        

営業費用   3,819,879    

支払手数料  1,764,331      

調査費  1,705,048      

その他営業費用  350,500      

一般管理費   4,564,185    

営業費用・一般管理費計   8,384,065103.3    

営業損失   △ 269,987△ 3.3    

営業外収益 ※１ 191,120      

営業外収益計   191,1202.3    

営業外費用 ※２ 49,728      

営業外費用計   49,7280.6    

経常損失   △ 128,595△ 1.6    

特別損失 ※３ 53,158      

特別損失計   53,1580.7    

税引前中間純損失   △ 181,754△ 2.3    

法人税、住民税及び事業税   5,7750.1    

法人税等調整額   △ 85,082△ 1.1    

中間純損失   △ 102,446△ 1.3    
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(3）中間株主資本等変動計算書

 （単位：千円）

 

第22期中間会計期間

（自平成23年４月１日

至平成23年９月30日）

株主資本  

資本金  

当期首残高 2,218,000

当中間期末残高 2,218,000

資本剰余金  

資本準備金  

当期首残高 1,000,000

当中間期末残高 1,000,000

利益剰余金  

利益準備金  

当期首残高 33,676

当中間期末残高 33,676

その他利益剰余金  

繰越利益剰余金  

当期首残高 8,467,933

当中間期変動額  

中間純損失 △102,446

当中間期変動額合計 △102,446

当中間期末残高 8,365,487

株主資本合計  

当期首残高 11,719,609

当中間期変動額  

中間純損失 △102,446

当中間期変動額合計 △102,446

当中間期末残高 11,617,163

評価・換算差額等  

その他有価証券評価差額金  

当期首残高 46,644

当中間期変動額  

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △68,076

当中間期変動額合計 △68,076

当中間期末残高 △21,431

評価・換算差額等合計  

当期首残高 46,644

当中間期変動額  

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △68,076

当中間期変動額合計 △68,076

当中間期末残高 △21,431

純資産合計  

当期首残高 11,766,254

当中間期変動額  

中間純損失 △102,446

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △68,076

当中間期変動額合計 △170,522

当中間期末残高 11,595,731
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重要な会計方針

項目
第22期中間会計期間
（自平成23年４月１日
至平成23年９月30日）

 

１．資産の評価基準及び

評価方法

(1）有価証券

その他有価証券

 

 　時価のあるもの  

 　中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）を採

用しております。

 

 　時価のないもの  

 　移動平均法による原価法を採用

しております。

 

 (2）デリバティブ  

 　時価法を採用しております。  

２．引当金の計上基準 (1）賞与引当金  

 　従業員に対する賞与の支給、及

び親会社の運営する株式報酬制

度に係る将来の費用負担に備え

るため、当中間会計期間に帰属す

る額を計上しております。

 

 (2）役員賞与引当金  

 　役員に対する親会社の運営する

株式報酬制度に係る将来の費用

負担に備えるため、当中間会計期

間に帰属する額を計上しており

ます。

 

 (3）退職給付引当金  

 　従業員に対する退職給付に備え

るため、当中間期末における退職

給付債務と年金資産の見込額に

基づき退職給付引当金を計上し

ております。

 

 　過去勤務債務については、その

発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

（８年）による定額法により、発

生した事業年度から費用処理し

ております。

 

 　数理計算上の差異は、その発生

時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（８

年）による定額法により按分額

を、それぞれ発生した翌事業年度

から費用処理することとしてお

ります。
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項目
第22期中間会計期間
（自平成23年４月１日
至平成23年９月30日）

 

 (4）事務所賃貸借契約引当金  

 　事業拡充の見込により結んでい

た事務所面積拡張の賃貸借契約

について第三者へ転貸する計画

に変更したことにより、将来契約

期間に亘る当該支払賃借料と第

三者との転貸借契約から得られ

る事務所賃料収入の見込額に基

づき引当金を計上しております。

 

 （会計上の見積りの変更）  

 　当中間会計期間において、転貸

計画が進捗しなかったことによ

り、転貸の開始予定時期を見直

し、引当金の計上額を将来にわた

り変更しております。

　これにより、当中間会計期間の

特別損失が53,158千円増加し、税

引前中間純損失が同額増加して

おります。

 

３．その他中間財務諸表

作成のための基本と

なる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

 

 

（追加情報）

　当中間会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正から、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号平成21年12月４日）を適用しております。

 

注記事項

（中間貸借対照表関係）

第22期中間会計期間末
（平成23年９月30日）

 

※１　消費税等の取扱い  

　仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のう

え、金額的重要性が乏しいため、流動負債の

「その他未払金」に含めて表示しておりま

す。
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（中間損益計算書関係）

第22期中間会計期間
（自平成23年４月１日
至平成23年９月30日）

 

※１　営業外収益のうち主要なもの　　（千円）  

為替差益　　　　　　　　　　　70,762  

デリバティブ利益　　　　　　　94,744  

※２　営業外費用のうち主要なもの　　（千円）  

デリバティブ評価損　　　　　　42,640  

※３　特別損失のうち主要なもの　　　（千円）  

事務所賃貸借契約引当金繰入額　53,158  

 

（中間株主資本等変動計算書関係）

第22期中間会計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数（株）

当中間会計期間
増加株式数（株）

当中間会計期間
減少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 56,265 － － 56,265

合計 56,265 － － 56,265

 

（リース取引関係）

第22期中間会計期間
（自平成23年４月１日
至平成23年９月30日）

 

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能

のものに係る未経過リース料は以下のとおりであ

ります。

 

　

１年以内 524,245千円

１年超 1,810,903千円

合計 2,335,149千円
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（金融商品関係）

第22期中間会計期間末（平成23年９月30日）

金融商品の時価等に関する事項

①　平成23年９月30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、質的重要性の高いデリバティブ取引を除き、金額的重要性が低いと判断するものは次表には含

めておりません。

    （単位：千円）

  
中間貸借対照表
計上額

時価 差額

 (1）現金及び預金 3,081,5463,081,546 －

 (2）有価証券 6,206,5306,206,530 －

 (3）未収委託者報酬 1,358,3351,358,335 －

 (4）未収収益 2,163,6742,163,674 －

 (5）投資有価証券 1,979,5001,979,500 －

 資産計 14,789,58714,789,587 －

 (1）未払手数料 522,231 522,231 －

 (2）その他未払金 1,129,0601,129,060 －

 (3）未払費用 966,772 966,772 －

 (4）デリバティブ取引 7,956 7,956 －

 負債計 2,626,0202,626,020 －

 

（注１）金融商品の時価算定方法

 

資産

(1）現金及び預金、(2）有価証券、(3）未収委託者報酬、及び(4）未収収益

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

 

(5）投資有価証券

　これらは投資信託であり、時価は市場価格に準ずるものとして合理的に算定された価額によっており

ます。

 

負債

(1）未払手数料、(2）その他未払金、及び(3）未払費用

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

 

(4）デリバティブ取引

　取引を行う取引所における最終の価格によっております。

 

②　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用

することにより、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」における

デリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示

すものではありません。
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（有価証券関係）

第22期中間会計期間末（平成23年９月30日）

１．その他有価証券

    （単位：千円）

 種類
中間貸借対照表
計上額

取得原価 差額

中間貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

その他    

投資信託 1,524,3201,465,635 58,685

中間貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

その他    

投資信託 455,180 550,000△ 94,820

合計 1,979,5002,015,635△ 36,135

（注）有価証券（中間貸借対照表計上額 6,206,530千円）については預金と同様に扱っており、時価評価をし

ていないため、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

（デリバティブ取引関係）

第22期中間会計期間末（平成23年９月30日）

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

株式関連

     （単位：千円）

区分 取引の種類 契約額等
契約額等のうち
１年超

時価 評価損益

市場取引 株価指数先物取引     

 売建 385,944 － 393,900 △ 7,956

（注）時価の算定方法

　取引を行う取引所における最終の価格によっております。
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（セグメント情報等）

関連情報

第22期中間会計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

 

１．サービスごとの情報

    （単位：千円）

 投資信託委託業務
投資一任及び
投資助言業務

その他 合計

外部顧客への売上高 4,449,903 2,828,078 836,095 8,114,077

 

２．地域ごとの情報

営業収益  （単位：千円）  

日本 その他 合計   

6,514,238 1,599,839 8,114,077   

（注）営業収益は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

（１株当たり情報）

第22期中間会計期間
（自平成23年４月１日
至平成23年９月30日）

　

１株当たり純資産額 206,091円38銭

１株当たり中間純損失金額 1,820円78銭

　

　なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額

については、１株当たり中間純損失であり、また、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たりの中間純損失の算定上の基礎

　

中間損益計算書上の中間純損失 102,446千円

普通株主に帰属しない金額 －

普通株式に係る中間純損失 102,446千円

普通株式の期中平均株式数 56,265株
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第２【その他の関係法人の概況】

１【名称、資本金の額及び事業の内容】

（１）受託会社

＜訂正前＞

①　名　　　称　　みずほ信託銀行株式会社

②　資本金の額　　247,303百万円（平成23年３月末現在）

（以下略）

 

＜訂正後＞

①　名　　　称　　みずほ信託銀行株式会社

②　資本金の額　　247,369百万円（平成23年９月末現在）

（以下略）

 

 

（２）販売会社

　原届出書の第三部委託会社等の情報　第２その他の関係法人の概況　１名称、資本金の額及び事業の内容

（２）販売会社について、以下の内容に更新・訂正されます。

 

＜更新・訂正後＞

 名　　　称
資本金の額

（平成23年９月末現在）
事業の内容

１ ＪＰモルガン証券株式会社 50,275百万円
金融商品取引法に定める
第一種金融商品取引業を
営んでいます。

２ カブドットコム証券株式会社 7,196百万円 同　上

３ 株式会社ＳＢＩ証券 47,937百万円 同　上

４ 岩井コスモ証券株式会社
13,500百万円

（平成24年５月１日現在）
同　上

５ エース証券株式会社 8,831百万円 同　上

６ 岡三証券株式会社 5,000百万円 同　上

７ 金山証券株式会社 504百万円 同　上

８ ばんせい証券株式会社 1,558百万円 同　上

９ リーディング証券株式会社 1,670百万円 同　上

10ちばぎん証券株式会社 4,374百万円 同　上

11楽天証券株式会社 7,495百万円 同　上

12ＳＭＢＣ日興証券株式会社 10,000百万円 同　上

13マネックス証券株式会社 7,425百万円 同　上

14
キャピタル・パートナーズ証券株
式会社

2,850百万円 同　上

15山和証券株式会社 585百万円 同　上

16リテラ・クレア証券株式会社 3,794百万円 同　上
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17株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 1,711,958百万円
銀行法に基づき銀行業を
営んでいます。

18株式会社愛知銀行
＊ 18,000百万円 同　上

19楽天銀行株式会社 25,954百万円 同　上

20株式会社沖縄銀行 22,725百万円 同　上

21株式会社筑波銀行 48,868百万円 同　上

22スルガ銀行株式会社 30,043百万円 同　上

23株式会社北海道銀行 93,524百万円 同　上

24三井住友信託銀行株式会社
342,037百万円

（平成24年４月１現在）

銀行法に基づき銀行業を
営むとともに、金融機関の
信託業務の兼営等に関す
る法律に基づき信託業務
を営んでいます。

25日本生命保険相互会社 300,000百万円
保険業法に基づき生命保
険業を営んでいます。

＊　募集の取扱い以外の業務を行っています。

 

EDINET提出書類

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社(E06264)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

37/39



独　立　監　査　人　の　中　間　監　査　報　告　書

 

  平成24年４月25日

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社  

 

 取　締　役　会　　御　中  

 

 あ　ら　た　監　査　法　人

 

 
指　定　社　員

業務執行社員
 公認会計士 鶴田　光夫

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状況」に掲

げられているＪＦ中小型株・アクティブ・オープンの平成23年９月13日から平成24年３月12日までの中間計算期間の

中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益及び剰余金計算書並びに中間注記表について中間監査を行った。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作

成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有

用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を

行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資

者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策

定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。　

　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の

一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務

諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査

法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用

な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並び

に経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

中間監査意見

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ＪＦ中小型株・アクティブ・オープンの平成24年３月12日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了する中

間計算期間（平成23年９月13日から平成24年３月12日まで）の損益の状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。

 

利害関係

　ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計

士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　（※）１．上記は、当社が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途

保管しております。

２．中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
 

　　次へ
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独　立　監　査　人　の　中　間　監　査　報　告　書

 

  平成23年12月15日

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社  

 

 取　締　役　会　　御　中  

 

 あ　ら　た　監　査　法　人

 

 
指　定　社　員

業務執行社員
 公認会計士 鶴田　光夫

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状況」に

掲げられているＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第

22期事業年度の中間会計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸

借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作

成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有

用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を

行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資

者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策

定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の

一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務

諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査

法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用

な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並び

に経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

中間監査意見

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社の平成23年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る中間会計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
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